３　結語　
本年も昨年に引き続き、職員の給与を引き上げる勧告を行ったところである。職員の給与は、民間準拠を基本として定めることが情勢適応の原則に適うものであり、労働基本権制約の代償措置としての勧告の趣旨から、実施時期を含め、勧告に基づく適正な改定がなされることを強く望むものである。さらに、給与減額措置については、もはや１年の時限を超えて継続する理由は見出しえないと考えるところであり、本年度末をもって終結されるよう、改めて強く求めるものである。

本委員会は、本年も職員に関する諸制度について、様々な観点からの意見を付したところである。特に、人事評価制度について、多くの職員が相対評価の目的が達せられていないとし、また評価者の多くが相対評価結果について十分な説明ができていないとしたアンケート結果を重く受け止め、任命権者においては、相対評価が所期の目的に適う人事評価制度として運用されるよう、具体的かつ効果的な取組みを切に期待するところである。
また、本委員会がかねて指摘してきた女性登用や高齢期職員の雇用問題について、社会情勢や国の動向、本府の実情を踏まえ、種々意見を申し述べたところであり、任命権者のさらなる取組みを期待するものである。
結びに、府民の皆様並びに府議会議員各位におかれては、厳しい環境のもとにあっても、職員としての誇りを失うことなく、府民の暮らしと安全を守る職責を全うする多くの職員がいることに対し、深いご理解をお願いするところである。
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